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〔論　説〕
所得税法のフレームワーク
─所得税法と消費─
今　村　　　修
はじめに─所得税法のフレーム・ワーク
本稿は，「所得税法のフレーム・ワーク」のタイトルで現行所得税法のフレーム・ワー
クをデッサンしようという試みである。所得税法について万遍なく，また，過不足なく説
明を加える（1）といういわゆる所得税法の概要を説明するのではなく，その枠組み（土俵，
舞台）即ち所得税（法）の世界と他の世界との境界線を描くものである。課税所得の計算
に入ってくるものと入ってこないものとの区分けを認識・検討しようとする試みである。
具体的には，いわゆる財政学（経済学）でいうところの「消費」が，課税所得の計算にお
いて算入（混入）されていないかを検討しようとするものである。
ここで「課税所得」とは「損益通算，純損失の繰越控除後」の所得から「所得控除及び
雑損失の繰越控除」を控除した所得である。具体的には「課税総所得金額」「課税長期譲
渡所得金額」等がこれである。これに対して，「所得」とは「所得控除及び雑損失の繰越
控除」を控除する前の所得である。「所得」について別の表現をすれば，各種所得の金額
の計算の過程における所得であり，具体的には，「事業所得（の金額）」「雑所得（の金額）」
等がこれである。本稿では，「課税所得」と「所得」という用語を以上のように使い分け
ている。
所得は純資産増加説によれば，「総資産の増加－総資産の減少＋消費」と定義される。
消費が加算されているのは，「総資産の増加－総資産の減少」では消費による総資産の減
少が（自動的に）含まれるので，これを排除しようという趣旨である。これは，所得の損
益法による計算［収入－経費］に当たって，経費が総資産の減少のうちの一部であること
を意味している。
ところで，所得の算出に当たって意味のある総資産の（減少の）分類はどのようなもの
でものか。筆者は，これを①所得稼得のための総資産（の減少），②消費のための総資産
（の減少），③貯蓄・運用のための総資産（の減少）に分けてみる。（ここでは，現金がそ
のまま費消されてしまうもの（交通費，飲食代，電話代等）と資産（例えば，事業用機器，
レジャー用自動車）の購入（資産取引）に充てられるもの（購入された資産は，減価償却
（1）	 所得税法をいわゆるその編成に従って論じるのが通常である。編成順に見ていくと，このため一つの事象
（例えば損害）の規定が，所得税法の編成に従ってあちこちの箇所におかれているため全体としてどうなっ
ているのか分かりにくい。論文・裁判等で論じられるのは個々の規定であることが多く，所得税法を広い
視野のもとで眺める機会が少ない。
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を通じて又は譲渡等によって費用化されるか又は消費される。）とは区別されていない。）
①については，例えば事業所得に係る必要経費を②については家事費，耐久消費財③につ
いては株式，預貯金等を想定している。本稿の焦点は，②消費のための総資産（の減少）
である。特に耐久消費財の減価償却又は譲渡等を通じる費用・消費化がポイントとなる。
ただ，現行所得税法では，租税法の性格上このような体系的（総合的）な資産の分類がな
されているわけではないことは認識しておく必要がある。
基本的には，課税所得の算出において，所得金額までの段階にあっては，消費は排除さ
れるべきであり，課税所得の段階で初めて消費の一部が控除されるべきであるというのが
筆者の考えである。ただ，所得控除として控除される消費の範囲は，所得税法の認める例
外的な特別の措置であり，また，逆進的であるところから限定的であるべきであると考え
られる。このような基本的な position 又は policy の観点から，所得税法をみてみようと
するものである。
本稿の構成は次のとおりである。
第１章では，所得を純資産増加説に基づいて論じる。ここでは所得を純資産の増加＝総
資産の増加－（マイナス）総資産の減少＋（プラス）消費としてとらえている。総資産の
増加は損益法の収入に対応し，総資産の減少が同じく損益法の経費に対応する。そして，
課税所得＝純資産の増加（＝総資産の増加－総資産の減少＋消費）－所得控除（消費の一
部）である。第２章では純資産増加説に従って，総資産の増加分で所得（収入）に count
されないものは何かについて論究する。ついで，第３章では，総資産の減少分で所得の計
算上控除されないものは何かについて論究する。第４章では損益通算を通ずる消費の混
入，そして第５章では所得控除について検討する。
なお所得税法の規定をそのまま引用する際，例えば（法）51条１項というように表記し
ているが，これは所得税法第51条第１項の意味である。また所得税法施行令の場合は施行
令又は令としている。
【所得税・法人税・相続税（贈与税）】
所得を課税標準とする租税（国税）には，所得税のほかに法人税，相続税（贈与税）が
ある。所得税と法人税との基本的な違いは納税義務者（所得の帰属者）が個人（自然人）
であるか法人であるかであり，所得税と相続税（贈与税）とは，納税義務者が個人（自然
人）である点は同じであるが，課税標準となる所得の取得原因を相続（贈与）に限定した
ものが相続税（贈与税）であり，それ以外の取得原因によるものが所得税である（2）。従っ
て，これら三税はどの二税も重ねて課税されることはない。
【消費】本稿では，家事費・家事関連費という用語の代わりに，「消費」という用語を使
う。所得の定義を純資産増加説から採用したことによる。「消費」という用語は，所得（収
入）を稼得するための総資産の減少を除くすべての資産の減少を意味している。家事費・
（2）	 以上は原則を述べたのであり，法人に所得税を課されることもあり，また，法人に相続税（贈与税）を課
されることもある。ただ，このことは以下の議論の展開には影響しない。
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家事関連費は当然「消費」に含まれる。消費は，所得の処分とは異なる概念である。消費
は処分の一部と考えられる。例えば，所得の処分として住宅を購入したとする。これは消
費そのものではない。資産（の形態）が現金から住宅に変わっただけであり，資産は減少
していないからである。住宅の場合は，償却を通じて消費されると考えるべきであろう。
別の観点からいえば，総資産の減少分で所得（課税所得）の計算上控除されないものを，
消費というが，損益法で所得を算出する仕組みの所得税法において消費に相当する用語は
「家事上の経費又はこれに関連する経費（3）」（法45①一）であろう。（逆に，控除されないも
のが家事費・家事関連費として整理されているといってもよい。）しかし，家事費・家事
関連費であっても一定のものを掬い上げて所得税法は所得控除という形で課税所得の計算
上これを控除している。
第１章　所得の概念─純資産増加説
所得の概念について包括所得説と純資産増加説は同義であり，前者が損益法による所得
の計算であるのに対して後者は資産（増減）法によるものであるが，ここでは純資産増加
説により考察を進める。純資産増加説においては，２時点間の純資産（資産から負債を差
し引いたもの）増加分に２時点間の消費を加え戻す。即ち，純資産増加説によると純資産
増加額に消費を加算することによって所得を算出する。消費の加算は，消費は所得計算に
おいて（経費として）控除できないことを意味している。純資産増加額（そのもの）は消
費控除後のものとなっているため，これを加え戻すのである。
純資産増加説は，所得計算において総資産の増加はすべて算入されるが，総資産の減少
はすべて所得計算に算入されるわけではないことを示している。算入されないのは，消費
（による総資産の減少）である。消費を加え戻すということは，上述のように総資産の減
少の局面の問題であるから，減少分の減少ということになり，控除しすぎたものを是正す
るということになる。即ち，控除していた消費を加え戻すことによって控除しないことと
したものである。繰り返すが，純資産増加法による所得の定義においては，総資産の増加
分はすべて算入（加算）されるが，総資産の減少分は，すべては算入されず，消費（によ
る資産の減少）は除かれる。総資産の増加分はすべて算入（加算）するというのは，資産
の種類は何であれ（①所得稼得のための資産であれ②消費のための資産であれ③貯蓄・運
用のための資産であれ）また，それが意図したものであれ意図せざるものであれ，さらに
は役務の提供によるものであれそうでないものであれ，総資産が増加すれば，すべて所得
計算に算入される。
ところで，所得税法において所得は損益法により表現されている。損益法では，収入か
ら経費を控除する計算のやり方であるが，所得税法上消費がどう扱われるかをみていくの
が本稿の目的の一つである。それに加えて，所得税は所得を課税標準とする租税であると
いっても，課税所得の計算において消費はすべて排除されているわけではない。言い換え
ると，所得税法では，純資産増加法にいう消費（の加算）がそのまま素朴な形で導入され
ているわけでない。当然に，租税政策の観点から現行所得税法も，このシンプルな消費の
（3）	 通常「家事費」「家事関連費」と呼んでいる。
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排除を修正したもの（消費の一部を課税所得の計算に算入したもの）となっている。
【総資産の増加と減少】
本稿では，資産の増加と減少という用語で議論を進めていく。純資産増加説からいえば，
又は資産増減法により所得を計算する場合には，資産の増加（総資産の増加）から資産の
減少（総資産の減少）を差し引いたものが所得であり，前者が損益法でいう収入（金），
後者が経費（必要経費）に対応するが，収入（金）よりも資産の増加（総資産の増加）は
概念的には広い。収入がなくとも所得が生じる場合（帰属所得・資産価値の上昇）がある
からである。
【法人税法と所得税法】
所得の処分は，法人税法にも存在する。配当，役員賞与等である。所得計算において，
算入されない（損金として控除されない）という点も同じである。所得税法と法人税法が
異なるのは，所得税法では所得の稼得者と処分の受け手が同一人格であるが，法人税法で
は所得の稼得者と処分の受け手が別人格であるという点である。その違いは，処分された
ものが，再び所得計算に入ってくるか否かの違いである。一例をあげれば，法人税法では
配当として処分されたものは二度とその配当を支払った法人即ち所得の稼得者の所得計算
に入ってくることはない。それに対して，所得税法では，例えば所得の処分により居住用
資産を購入し（居住し）て火災等の災害にあえば，所得控除という形で課税所得に算入す
ることになる。火災等の災害にあわなくともこれを売却すれば譲渡所得が発生することも
ある。この処分された所得の所得計算への再参入（算入）は，所得税の枠組みを考える場
合のポイントとなる。
第２章　総資産の増加分
資産の増加については，（減少とは異なり）純資産増加説においては，資産の増加はす
べて所得又は収入金と観念される（所得の計算に算入される）。所得税法は総資産の増加
（収入金）の局面では，包括的である。現行の所得税法では，36条からこれを読みとるこ
とができる。36条に「その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又は総収
入金額に算入すべき金額は，別段の定めがあるものを除き，その年において収入すべき金
額（略）とする。」とあるように，別段の定めなければ，あらゆる収入すべき金額は収入
金額又は総収入金額となる。収入すべき金額の収入金額又は総収入金額はどのような収入
であっても（それぞれ「所得の種類」は異なることがあっても），所得計算に入ってくる
という点では全く同じである。（そして，資産の増加（収入金）の局面における「資産の
種類」は，所得計算において算入されるか否かという点では無差別であり，所得の種類を
決定する段階でのみ意味があるといえる。ただし，後に述べるように損益通算の局面にお
いては，資産の種類→所得の種類→損益通算の可否の process を通じて（から逆算して）
資産の種類がポイントとなる。）
36条を逆に読めば，（資産の増加であっても）収入すべき金額がなければ所得税法上の
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所得ではないということが言える。これが，未実現所得と帰属所得（4）である。これらの所
得は，36条で読み取ることができないことから所得税法上の所得から排除されている。こ
のほかに，36条でいう「収入すべき金額」はあるが，即ち「所得」とはされるが所得税を
課さないとされているものに，非課税所得（９条，租税特別措置法４条，健康保険法62条
等）と免税所得（租税特別措置法25条）がある。
【収入（金）と所得】
収入（金）と所得とは別の概念であり，区別されなければならない。いうまでもなく，
収入（金）－経費（必要経費）＝所得である。ところが，所得税法上収入（金）と所得が
混乱して使われているのではないかと考えられる条文もある（5）。そこは，文脈に即して読
めばいずれの意味で使われているかがわかるので，別段，誤解・混乱は生じないが，紛ら
わしいところではある。こういう理由もあり，所得を資産の増加（収入），資産の減少（経
費・必要経費・消費）で論じる方が明解ではないかと考えられる。
【総資産の増加局面と資産の種類】
総資産の増加局面は，所得税法でいえば収入金の局面であるが，その収入を得るために
関わる資産の種類如何によってその収入金に係る所得の種類が決まる場合がある。その場
合には，資産の種類は所得の種類を決める要因となる。
所得の種類は，次のように定義されている。
利子所得（23条）　　	公社債及び預貯金の利子並びに合同運用信託，公社債投資及び公
募公社債等運用投資信託の収益の分配に係る所得
配当所得（24条）　　	法人から受ける剰余金の配当，利益の配当，剰余金の分配，基金
利息並びに投資信託及び特定受益証券発行信託の収益の分配に係
る所得
不動産所得（26条）　	不動産，不動産の上に存する権利，船舶又は航空機の貸付けによ
る所得
事業所得（27条）　　	農業，漁業，製造業，卸売業，小売業，サービス業その他の事業
から生ずる所得
給与所得（28条）　　	俸給，給料，賃金，歳費及び賞与並びにこれらの性格を有する給
与に係る所得
退職所得（30条）　　	退職手当，一時恩給その他の退職により一時に受ける給与及びこ
れらの性格を有する給与に係る所得
山林所得（32条）　　	山林（取得後５年超のもの）の伐採又は譲渡による所得
（4）	 帰属所得は，いわゆる耐久消費財について発生するものであるが納税者の理解が得にくいこと等の理由に
より課税されていない。帰属所得の一種である自家消費については，法36にいう「収入すべき金額」はな
いが，課税される（法39）。
（5）	 法９条１項17号の「資産の損害に基因する保険金又は損害賠償金」について，この保険金又は損害賠償金
はそもそも所得ではない，法９条はこのことを確認したものに過ぎないという説（確認説）がある。即ち，
この説は損害による資産の減少と保険金又は損害賠償金の取得による資産の増加を併せ考える（相殺する
と）と所得が生じないと主張しているのである。保険金又は損害賠償金それ自体は所得でなく収入金額で
あると言っているのである。
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譲渡所得（33条）　　	資産（棚卸資産，山林を除く）の譲渡による所得
一時所得（34条）　　	利子所得，配当所得，不動産所得，事業所得，給与所得，退職所
得，山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち，営利を目的とする
継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で労務その他の役務
又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないもの
雑所得（35条）　　　	利子所得，配当所得，不動産所得，事業所得，給与所得，退職所
得，山林所得，譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所
得
資産の種類と所得の種類の関係（リンク）については，次のように整理することができ
よう。
⑴　	利子所得，配当所得，山林所得，不動産所得及び譲渡所得については上に示したよ
うに，特定の種類の資産とリンクしている。これらの所得の種類は，特定の資産（収
入源）とその資産から収益を得る方法（運用，伐採・譲渡，貸付）をリンクして定
義されている。
⑵　	これ以外の所得は，特定の資産（収入源）とリンクしていない。
⑶　	特定の資産（収入源）とのリンクされていないどころか，そもそも資産そのものが
全く収益に関係していない所得の種類がある。専ら役務の対価としての収益に係る
所得である給与所得・退職所得である。
⑷　	事業所得は，資産（収入源）と役務の総合されたものから生じる収益に係る所得で
ある。
⑸　	一時所得，雑所得は以上の８種類以外の所得であるという消極的な定義であり，特
定の資産が想定されているわけではない。なお，事業所得，雑所得については，譲
渡される資産が「たな卸資産」であるか否かが譲渡所得との区分けのメルクマール
になる。
［小括］総資産の増加の局面では，消費は問題とならない。
第３章　総資産の減少分
資産の減少は，所得税法の仕組としては二段階に分かれる。一つは収入（金）から経費
（必要経費）を差し引いて所得を求める段階における経費（必要経費）であり，他の一つ
は所得から所得控除を差し引いてして課税所得を求める段階における所得控除である。こ
こでは，経費（必要経費）について述べる。所得控除については，章を改めて述べること
とする。
１　経費（必要経費）には，譲渡所得を除き条文の規定上もともと消費の入り込む余地は
ない。いわば，条文そのものが経費には消費が含まれないことを規定しているからであ
る。次に，その規定をみていくことにする。所得税法は，所得を10種類に分けそれぞれ
の種類に応じてその所得に係る収入金額から控除すべき経費を定めている。左欄が所得
の種類であり，右欄が経費についての所得税法の規定である。
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利子所得　　なし（法23条）
配当所得　　配当所得を生ずべき元本を取得するために要した負債の利子（法24条）
不動産所得　必要経費（法26条）
事業所得　　必要経費（法27条）
給与所得　　給与所得控除額又は特定支出（6）（法28条又は法57条の２）
退職所得　　退職所得控除額（法30条）
山林所得　　必要経費（法32条）
譲渡所得　　資産の取得及び資産の譲渡に要した費用（法33条）
一時所得　　一時所得に係る収入を得るために支出した金額（法34条）
　　　　　　	（その収入を生じた行為をするため，又はその収入を生じた原因の発生に
伴い直接要した金額に限る。）
雑所得　　　公的年金等　　　公的年金等控除（法34条）
　　　　　　その他の雑所得　必要経費（法34条）
２　消費との関連でいえば，消費が侵入する可能性があるのは，不動産所得・事業所得・
山林所得・雑所得の必要経費である。それ以外の所得については６で述べる譲渡所得の
場合を除いて消費が侵入する可能性はない（7）。利子所得には，そもそも経費が認められ
ていない。給与所得，退職所得及び公的年金等（雑所得）の経費についてはいわゆる実
費とは関係なく法定額である。
３　必要経費（不動産所得・事業所得・山林所得・雑所得）については，法37条に「…必
要経費に算入すべき金額は，別段の定めがあるものを除き，これらの所得の総収入金額
に係る売上原価その他当該総収入金額を得るために直接要した費用の額及びその年にお
ける販売費，一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用（償却
費以外の費用でその年において債務の確定しないものを除く。）の額とする。」と規定さ
れている。次に示す法45条は，必要経費についていわば裏から規定したものであり，こ
こにおいて消費を必要経費から排除している。
「居住者が支出し又は納付する次に掲げるもの額は，‥‥必要経費に算入しない。
一　家事上の経費及びこれに関連する経費で政令で定めるもの
二	　所得税（不動産所得，事業所得又は山林所得を生ずべき事業を行う居住者が納付す
る第131条第３項（確定申告税額の延納に係る利子税）又は第136条第３項（延払条件
付譲渡に係る所得税額の延納に係る利子税）の規定による利子税で，その事業につい
てのこれらの所得に係る所得税の額に対応するものとして政令で定めるものを除く。）
三	　所得税以外の国税に係る延滞税，過少申告加算税，無申告加算税，不納付加算税及
び重加算税並びに印紙税法（昭和25年法律第23号）の規定による過怠税
四	　地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による道府県民税及び市町村民税（都民
（6）	 特定支出の規定は，全くといっていいほど適用されていない。
（7）	 ここで述べており消費の侵入する可能性については，条文の規定について議論している。
	 しかしながら，租税法の執行の段階における消費の侵入する可能性（いわゆる付けこみ等）については，
本稿の範囲外である。
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税及び特別区民税を含む。）
五	　地方税法の規定による延滞金，過少申告加算金，不申告加算金及び重加算金
六	　罰金及び科料（通告処分による罰金及び科料に相当するもの及び外国又はその地方
公共団体が課する罰金及び科料に相当するものを含む。）並びに過料
七　損害賠償金（これに類するものを含む。）で政令で定めるもの
八　国民生活安定緊急措置法（昭和48年法律第121号）の規定による課徴金及び延滞金
九	　私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和23年法律第54号）の規定に
よる課徴金及び延滞金（外国若しくはその地方公共団体又国際機関が納付を命ずるこ
れに類するものを含む。）
十　金融商品取引法第６章の２（課徴金）の規定による課徴金及び延滞金
十一　公認会計士法（昭和23年法律第103号）の規定による課徴金及び延滞金」
また，家事関連費（8）であっても一定の家事関連費については必要経費に認めている。所
得税法施行令96条【家事関連費】は，次のように規定している。
「法第45条第１項第１号（必要経費とされない家事関連費）に規定する政令で定める経費
は，次に掲げる経費以外の経費とする。
一	　家事上の経費に関連する経費の主たる部分が，不動産所得，事業所得，山林所得又
は雑所得を生ずべき業務の遂行上必要であり，かつ，その必要である部分を明らかに
区分することができる場合における当該部分に相当する経費
二	　前号に掲げるもののほか，青色申告書を提出することにつき税務署長の承認を受け
ている居住者に係る家事上の経費に関連する経費のうち，取引の記録等に基づいて，
不動産所得，事業所得又は山林所得を生ずべき業務の遂行上必要であったことが明ら
かにされる部分の金額に相当する経費」
４　ここでは，家事上の経費の他に，所得税，道府県民税，市町村税，加算税罰金及び科
料等は必要経費に入らないとされている。これらは「消費」であるという理由の外に，
所得税，道府県民税，市町村税についてはそもそも所得を課税物件とする租税であるこ
ともその理由とされている。
　　六～十一の罰金等については，財務会計上は必要経費であると考えられるが，所得税
法上これを必要経費と認めればその一部を国庫により負担することになるという租税に
特有の理由により，必要経費に算入することを認めなかったものとされている。
　　また，損害賠償金については，特に「業務に関連して，故意又は重大な過失によって
他人の権利を侵害したことにより支払う損害賠償金」は必要経費とされない（所得税法
施行令97条）。この反対解釈として「業務に関連して，過失によって他人の権利を侵害
したことにより支払う損害賠償金」は必要経費とされるのではないかと考えられる。こ
れは，本来は必要経費であるものを故意又は重過失によるものについて限定的に必要経
費とはしないとする構成としたものであろう。（注解所得税法研究会「注解所得税法　
四訂版」2002年　大蔵財務協会　958頁）
５　資産に係る損失（この損失から譲渡損失は除かれている）についても必要経費の算入
（8）	 これらは，そもそも「家事関連費」という用語を使うべきか疑問に思うところである。
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が認められる（法51条）が，この場合の損失の対象となる資産については，次のように
限定されており消費を排除している。なお，ここでいう資産の損失の額の算定は，取得
価額（帳簿価額）をベースとする。この点，所得控除の一つである雑損控除が，資産の
損失の額の算定を時価ベースとしているのと対照をなしている。（もっとも，通達によ
り，事業以外の業務用資産の災害による損失については，時価ベースでの必要経費への
算入を認めている（所得税基本通達72－１）。）
「居住者の営む不動産所得，事業所得又は山林所得を生ずべき事業の用に供されている固
定資産その他これに準ずる資産で政令で定めるものについて，‥‥」（法51条１項）
「居住者の営む不動産所得若しくは雑所得を生ずべき業務の用に供され又は所得の基因と
なる資産，‥‥」（法51条４項）
６　譲渡所得については「資産の取得及び資産の譲渡に要した費用」（法33条）が経費と
されているが，譲渡資産が「業務の用に供される資産（9）」であればともかく，いわゆる
消費財であれば「資産の取得及び資産の譲渡に要した費用」は消費そのものといえる。
この消費の中から譲渡の経費となるもの即ち「資産の取得及び資産の譲渡に要した費
用」を掬い上げる趣旨であると解することができる。「資産の取得及び資産の譲渡に要
した費用」に該当するか否かについては，かなりむずかしい判断を必要とする場合が生
じよう。例えば，居住用資産を取得するために借り入れた資金の支払利子は，取得費に
含まれると解するべきであるが，その資産の使用開始後の支払利子は，その利用から得
られる帰属所得（帰属地代，帰属家賃等）に対応すると考えられることから所得費には
含まれないと解するべきであろう。また，不動産の取得に伴い納付した登録免許税・不
動産取得税等は，その不動産が業務の用に供されるのであれば，不動産所得・事業所得
等の必要経費に算入すべきであろうが，業務の用に供されるのでない場合には取得費に
含まれると解される。贈与により取得したゴルフ会員権の名義書換料は所得費と解され
る（最高裁平成17年２月１日判決（訴訟月報52巻３号1034頁）（10）
［小括］　総資産の減少即ち経費（必要経費）については，譲渡所得を除き執行上はとも
かく制度上消費が所得計算に混入することはない。逆に，経費（必要経費）が消費として
扱われている。罰金等である。これらは，歳入減又は国庫負担という租税特有の理由によ
り経費算入が認められていない。
第４章　損益通算を通ずる消費の混入
各種所得の計算をする場合に，ある種類の所得について損失が生じることがある。その
場合には，総合課税（総合所得税）の建前から，他の所得と相殺を認める必要がある。そ
こで，所得税法は，不動産所得の金額，事業所得の金額，山林所得の金額又は譲渡所得の
金額の計算上生じた損失があるときは，それをその他の各種所得の金額から控除できる旨
（9）	 「業務の用に供される資産」については，所得費に該当するか否かは経費であるか否かの問題ではなく，経
費の算入の時期（タイミング）の問題となる。
（10）	 金子宏著「租税法　第十七版」2012年，弘文堂，231－232頁
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定めている（11）。（法69）
１　本稿のテーマ［消費の（課税）所得計算への混入］との関連で問題にすべきは，損益
通算である。損益通算を通ずる消費の混入の回避がここでの論点である。
　　損失が消費の色彩を帯びる場合，損失が切り捨てられる（度外視される）のであれば，
消費の所得の計算への混入の問題は生じない。問題が生じるのは，切り捨てられない場
合である。それが損益通算である。損失の生じた種類の所得以外の所得金額に，消費が
控除項目として入り込むからである。ここで，収入と資産のリンクがポイントとなる。
収入（所得）を稼得する資産が，いわゆる消費用資産（耐久消費財）の場合，その消費
用資産（耐久消費財）に係る経費（減価償却・譲渡原価）＝消費は，それがその消費用
資産に係る所得計算に留まっている限り特段問題ではない。換言すれば，その資産の稼
得する収入に係る所得の計算上生じる損失が損益通算されないのであれば，消費は所得
の計算に混入しない。そして，その経費部分は，帰属所得に対応すると考えられる（12）。
２　損益通算の規定は次の通りである。法69条【損益通算】１項「総所得金額，退職所得
金額又は山林所得金額を計算する場合において，不動産所得の金額，事業所得の金額，
山林所得の金額又は譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額があるときは，政令で定
める順序により。これを各種所得の金額から控除する。」
３　ここで検討すべきは，「不動産所得の金額，事業所得の金額，山林所得の金額又は譲
渡所得の金額の計算上生じた損失」の中に，消費が含まれる可能性があるか否かである。
次にこれをみていくことにする。
１	）　事業所得の金額，山林所得の金額については，もともと消費の損益通算による所
得計算への混入の可能性はない。事業所得又は山林所得において譲渡（販売）される
資産についても，たな卸資産又は山林に限られており，事業の用に供される資産はも
ともと所得稼得用の資産であるから，これらに係る経費は明らかに消費ではない。
２	）　問題は，不動産所得と譲渡所得である。不動産所得と譲渡所得は，先に見たよう
に，その基因となる資産が特定されているが，しかもその基因となる資産については
消費財が排除されていない（所得稼得用資産に限定されていない）。更には，損失の
素となる費用については，不動産所得と譲渡所得はともに，基因となる資産そのもの
に関係する費用（減価償却，修繕費，固定資産税，譲渡原価等）が殆どである。基因
となる資産が消費財であれば，これらにかかる経費は消費であると考えられる。この
ことから，不動産所得と譲渡所得の所得に計算上生じた損失が損益通算される場合に
は，消費が混入する危険性が高い。
　	　不動産所得は不動産，不動産の上に存する権利，船舶又は航空機の貸付けによる所
得と定義されているが，その貸付による不動産所得を生ずべき不動産には，（耐久）
消費財の範疇に属するものがある。このような不動産に係る不動産所得の計算上生じ
た損失は，消費と考えられる。（ただ，不動産所得を生ずべき業務の用に供され又は
これらの所得の基因となる資産の損失については，不動産所得の計算上必要経費とさ
（11）	 金子宏著「租税法　第十七版」（弘文堂）2012年，183ページ
（12）	 例えば，自宅マンションの場合，自宅マンションに係る経費（減価償却費等）は，帰属所得（帰属家賃）
に対応するが，帰属所得が課税されていないのでこの経費が所得計算に算入されることはない。
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れるが，その不動産所得を限度としている（法51④）ため，たとえその不動産が消費
であっても，この資産損失は所得計算に混入する可能性はない。）このような損失に
ついては，消費の算入を排除すべきと考えられる。
　	　また，譲渡所得の基因となる資産には消費の色彩のあるものがある。譲渡所得の場
合には，譲渡される資産即ち譲渡所得の基因となる資産そのものが直接一括して費用
化されることになる。（これに対して不動産所得の場合は，不動産そのものというよ
り減価償却を通じて費用化される。）このような資産の譲渡による損失は，消費では
ないかと考えられる。
４　このような趣旨即ち消費の損益通算による所得計算への混入の回避という観点から，
所得税法69条２項の規定は設けられているが，次にこれをここで検討してみよう。所得
税法69条２項の規定は次の通りである。
「前項の場合において，同項に規定する損失の金額のうちに第62条第１項（生活に通常必
要でない資産の災害による損失）に規定する資産に係る所得（以下この項において「生
活に通常必要でない資産に係る所得の金額」という。）の計算上生じた損失の金額があ
るときは，当該損失の金額のうち政令で定めるものは政令で定めるところにより他の生
活に通常必要でない資産に係る所得に金額から控除するものとし，当該政令で定めるも
の以外のもの及び当該控除をしてもなお控除しきれないものは生じなかったものとみな
す。法第62条第１項に規定する資産として次のものが掲げられている。（所得税法施行
令第178条）
「法第62条第１項（生活に通常必要でない資産の災害による損失）に規定する政令で定め
るものは，次に掲げる資産とする。
一	　競走馬（その規模，収益の状況その他の事情に照らし事業と認められるものの用に
供されるものを除く。）その他射こう的行為の手段となる動産（13）
二	　通常自己及び自己と生計を一にする親族が居住の用に供しない家屋で主として趣
味，娯楽又は保養の用に供する目的で所有するものその他主として趣味，娯楽，保養
又は鑑賞の目的で所有する不動産（14）
三	　生活の用に供する動産で第25条（譲渡所得について非課税とされる生活用動産の範
囲）の規定に該当しないもの」
　	　所得税法は69条２項にいう「…当該損失の金額のうち政令で定めるものは政令で定
めるところにより他の生活に通常必要でない資産に係る所得に金額から控除するもの
…」については，所得税法施行令第200条に次の規定がある。
「第１項　所得税法第69条２項（損益通算の対象とならない損失）に規定する政令で定め
る損失の金額は，第178条第１項第１号（生活に通常必要でない資産の災害による損失）
（13）	 この競走馬等については，もともと所得稼得の側面と消費それもギャンブル的な側面がある。その保有に
よる所得は，上記の損益通算の対象所得である不動産所得，事業所得（「事業と認められるものの用に供さ
れるものを除く。」の文言に留意），山林所得又は譲渡所得のいずれにも当たらないので損益通算について
特別の規定は不要であるが，その譲渡による所得については，法69①の譲渡所得に当たるが，その譲渡損
失については，競走馬の保有に係る雑所得からの控除を認めたものである。
（14）	 二については，不動産であるからその譲渡による所得は分離課税であるので，そもそも原則的に損益通算
の対象外であるが，その貸付けによる所得は不動産所得であり，法69①及び法26の不動産所得に当たる。
その損失は，本文で述べたように消費に当たることから損益通算から除いたものと考えられる。
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に規定する競走馬の譲渡に係る譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額とする。
　第２項　譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額のうちに前項に規定する競走馬の譲
渡に係る損失の金額がある場合（15）には，当該損失の金額は，当該競走馬の保有に係る
雑所得の金額から控除する（16）。」
５　所得税法69条１項に掲げられている資産即ち所得税法施行令178条１項に掲げられて
いる資産については，特段問題はない。いずれも同条同項１号の資産を除き基本的には
消費財と考えられるからである。これらの資産に係る収入（所得）が発生し，その所得
の計算上生じた損失（17）があっても，その損失は損益通算されないのであるから，消費
の混入は回避されているということができる。これらの資産に係る所得の計算上生じた
損失には消費の色彩が濃いことから損益通算から排除されているのは首肯できるところ
である。
６　「資産に係る所得」の文言から，ここでは資産の貸付，譲渡，利用等とこれら資産に
よる幅広い収入を得る方法が想定されていることが読み取れるがこのことにも注意すべ
きである。
　　この観点から，不動産所得，譲渡所得について，検討する。不動産所得については，
損益通算制度の利用により節税が行われてきたが，これを封ずべきこれまでのところ，
様々な措置が講じられてきた（18）。これはあくまでも行き過ぎた節税を封じる措置であ
り，本稿のテーマである消費の（課税）所得計算への混入とは本質的に関係がない。た
だ，執行上消費が混入する可能性がある。（不動産所得の損益通算を通ずる消費の混入
については次の判決がある。納税者は自家用・賃貸用併用リゾート・ホテルの一室から
得られる収入の不動産所得の金額の計算上生じた損失について損益通算を行っていた
が，課税当局はこのリゾート・ホテルの一室が所得税法施行令第178条第１項２号の資
産にあたるとしてこれを否認した。裁判所はこの課税当局の処分を相当と認めた（19）。）
ただ，制度論としては，このような行き過ぎた節税又は消費の混入を避ける趣旨からも，
損益通算ができるのは不動産所得のうち事業規模のものに限定すべきではないかと考え
られる。
７　譲渡所得に関しては，もともと譲渡所得のグループ内では通算ができるのであるから
消費の混入が生じうるが，制度上これは容認されているといえよう。（事業用機械の譲
渡による譲渡所得とゴルフ会員権の譲渡による損失との通算）
８　なお，ゴルフ会員権等が「生活の用に供する動産で第25条（譲渡所得について非課税
とされる生活用動産の範囲）の規定に該当しないもの」には，当たらないとされその譲
渡損失の損益通算が認められている。条文上は記名債権は動産とされないことから，そ
（15）	 第２項の冒頭部分「…計算上生じた損失の金額があるときは，…」は，個々の資産（Ａ資産，Ｂ資産‥）
に係る譲渡所得間の（損益）通算が想定されている。
（16）	「偶発的な性格を有しない競走馬の所有者の損失のように，継続的な行為に基づく損失であっても，本来，
営利を目的としない趣味ないし娯楽から生じた損失については，その消費という所得の処分的性格からみ
て，経常的な他の所得からの控除について制限を設けるべきである。」（注解所得税法研究会「注解　所得
税法　四訂版　大蔵財務協会（2005年）979－980頁）
（17）	 この損失又は経費は，いわゆる消費財から生じる帰属所得に対応するものとも考えられる。
（18）	 租税特別措置法41条の４（負債の利子），租税特別措置法41条の４の２（特定組合員）
（19）	 東京地裁平成10年２月24日判決（判例タイムズ1004号142頁）
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のように解釈されているようであるが，ゴルフ会員権等は消費用資産であり，その譲渡
によって損失（譲渡原価等が譲渡価額を超える額）が生じればこれは正しく消費であり，
本来損益通算を認めるべきではない。法の手当がなされていないのではないかと考えら
れる。
　　ゴルフ会員権等については，競走馬の譲渡損失のように，その保有に係る所得から控
除するとするのも一つの方法ではないかと考えられるが，ゴルフ会員権等にはそもそも
その保有に係る所得があるとは考えられないのでこの方法は意味がない。
　　これは，所得税法施行令第178条第１項はネガティブ・リスト（限定的な規定ぶり）
になっており，これ以外の資産に係る損失については損益通算が容認されるものと解さ
れることによる。社会経済の発展に伴う見直しが必要ではないかと考えられる。
［小括］損益通算を通じる消費の混入は，譲渡所得のうちいわゆる総合譲渡所得が損益
通算の対象とされていることによる。この総合譲渡所得の対象となる資産の種類は，事業
所得等の事業又は業務の用に供される資産と消費財の双方が含まれている。損益通算を通
じて消費が課税所得の計算に混入する可能性は，消費財が総合譲渡所得の対象資産であ
り，総合譲渡所得が損益通算の対象であることにより仕組まれているといえる。
第５章　所得控除
１　所得控除（法72～88条）は，もともと所得計算の枠外であり課税所得を算出する段階
で認められるものである。所得控除は租税，所得税特有の理由即ち租税政策により設け
られたものである。
２　所得税法には14の種類の所得控除がある。控除額の算出の方法の観点から所得控除を
分類すると実際の支払額（又は負担額）に応じて定まるものと，実際の支払額（又は負
担額）とは関係なく一定額とされているものとがある。前者については，支払額（又は
負担額）をベースにしながら控除額に上限のないものと，同じく支払額（又は負担額）
をベースにしながら控除額に一定の上限のあるものがある。後者については，さらに控
除額が一律のものと納税者の置かれた状況を幾つかの類型に分け，その類型に応じて一
定の控除額が定められたもの（類型額）とがある。
支払額（又は負担額）に応じて定まるもの
　上限のないもの　　社会保険料控除・小規模企業共済等掛金控除・雑損控除
　上限のあるもの　　医療費控除・生命保険料控除・地震保険料控除・寄附金控除
定額のもの
　一律のもの　　　　基礎控除，勤労学生控除
　類型によるもの　　配偶者控除　配偶者特別控除　扶養控除　寡婦（夫）控除
　　　　　　　　　　障害者控除
３　所得控除は，租税政策又は経済政策そのものであることから，その是非について論じ
るのは本稿の枠外である。租税法の観点から，次のような問題点を指摘することができ
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る。
１	）社会保険料・小規模企業共済等掛金控除・生命保険料控除・地震保険料控除と保険
金・年金の関係
　	　これらの保険料等に係る保険金等を取得する段階で収入金が生じることから課税さ
れる場合があるが，これらの保険金等にかかる所得を計算する場合，保険金等から保
険料等を経費として控除することがある。この場合，年分はズレるが，所得控除と経
費と二重に控除される可能性がある。（社会保険料控除については既に，指摘されて
いる（20）。）所得控除として課税所得算出の段階で控除されるので（保険料等が所得控
除として控除されているので），保険金等を受取る際の所得計算の際，経費として控
除すれば（課税所得の計算において）二重に控除されたことになる。この点について，
整理する必要があるのではないか。
２	）　医療費控除の控除額には上限が付され，雑損控除には付されていないのはなぜか。
果して公平か。また，心身の損害を基因とする保険金又は損害賠償金については，金
額について上限のない非課税規定が設けられているのに対し，医療費控除の場合には
なぜ200万円の上限が設けられているのか。この相異なる取扱いについて，どのよう
な説明ができるであろうか。
３	）　雑損控除の対象となる資産について，動産については生活に通常必要な資産に限
定している（21）のに対して，不動産については法文上いわゆる事業用資産と別荘等（趣
味，娯楽，保養又は鑑賞の目的で保有する不動産）を除くすべてであり，例えば親族
でない者が居住するマンションや投資目的で所有するマンションも条文解釈上雑損控
除の対象となる（可能性がある）。動産とのバランスを欠くだけではなく，雑損控除
の認められた趣旨にも反するのではないかと考えられる。経費・所得控除はもともと
逆進性であるから，より限定的に運用すべきではなかろうか。
４	）　雑損控除の控除額は損失の金額をベースに算出されるが，損失の金額は取得価額
ベースではなく時価ベースである。このことから，次の問題が生じる。値上がり益（含
み益）が実現してない（未実現である）ところからこれまで課税されてはいないが，
その課税されていない部分についても控除を認めることになる。これは果して所得控
除として適当であろうか。数値例を示せば，取得価額1000，帳簿価額800（1000との
差額は減価償却とする），時価1300のマンションが地震で全損壊したとする。議論の
単純化のために災害関連支出，保険金・損害賠償金等のよる補てんはないものとする。
この場合，雑損控除のベースとなるのは，1300である。結果として消費のみが控除さ
れるのではなく，キャピタル・ゲイン＝値上がり益（含み益）も控除されることにな
る。
［小括］　所得控除は，そもそも，租税政策上の消費の課税所得の計算への算入であるが
（消費を課税所得の計算上掬いあげる仕組であるが），このこと自体の是非を論じない。し
（20）	 渡辺裕泰著「ファイナンス課税　第２版」（有斐閣）2012年，16ページ
（21）	 生活に通常必要でない資産の災害又は盗難若しくは横領による災害については，雑損控除の適用は認めら
れないが，譲渡所得から控除できるとしている。（法62）生活に通常必要な資産とのバランスを図ったので
はないかと考えられる。
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かしながら，所得控除は，逆進的であるので，所得控除の種類や控除金額を増やすことに
ついては賛成しがたい。これらを増やすのであれば，逆進性を消去すべく，所得金額の大
きさに応じて控除額が縮減される仕組みか又は税額控除への移行望ましい。
付論　損害と保険金又は損害賠償金
１　損害と保険金又は損害賠償金は，本稿の用語でいえば，総資産の減少（控除）と総資
産の増加（収入）である。所得税法上損害と保険金又は損害賠償金については条文上，
９条【非課税所得】，51条【資産損失】72条【雑損控除】，73条【医療費控除】に分かれ
ている。
２　損害と保険金又は損害賠償金の関係は，課税所得の計算上，相殺の関係にあるという
べきである。要するに，損害があり，これをカバーすべく保険金又は損害賠償金を取得
するが，この損害と保険金又は損害賠償金が同額ということはまずあり得ない。そうす
ると，損害が保険金又は損害賠償金に較べて大きいケースと小さいケースが考えられる
が，これらを分けて論じるべきである。実際，所得税法もいずれか大きいものから小さ
いものを控除したものについて規定するやり方である。前者のケースは，控除（必要経
費・雑損控除・所得控除）の問題であり，後者のケースは所得金額の問題である。
３　損害は１で述べたように，上記の条文上　１）損害の対象となるものが大きく心身と
資産に分けられ　２）損害の原因も同じではないのでやや複雑な規定となっている。
まず，心身について述べる。
［心身の損害］
４　心身は課税の主体であり客体ではないので課税所得の計算には，そもそもなじまない
と考えられる。即ち，心身の損害そのものについて資産のように所得稼得に関するもの
か又は生活（消費）に関するものかに区分けするのは意味をなさない。しかしながら，
心身の損害に基因して資産の増減が生じることから，所得税法はその増減について課税
関係を規定している。
５　心身の損害（22）そのものについて課税関係が生じるのではなく，心身の損害に基因し
て資産の増減が生じるから課税関係が生じる。心身の損害に基因しての資産の減につい
ては所得税法上，その回復に要する金額＝医療費により測定されているといえる。そし
て，その損害＝医療費（23）については所得控除（医療費控除）として控除される。条文
上「‥医療費を支払った場合は‥」とあるだけであり，医療費控除の要件として（資産
の損害についてのべるような）損害の原因について特定されてはいない。また，「‥当
該医療費の金額（保険金，損害賠償金その他これらに類するものにより補てんされる部
（22）	 心身の損害という用語は，９条【非課税所得】にいう「心身に加えられた損害」を約めたものである。本
稿ではいわゆる広く疾病についても言及するので，心身の損害という用語は必ずしも適切ではないが，他
に適切な用語を思いつかないのでこの用語を使うこととする。
（23）	 医療費は「‥医療費とは，医師又は歯科医師による診察又は治療，治療又は療養に必要な医薬品の購入そ
の他医療又はこれに関連する人的役務の提供の対価のうち通常必要であると認められるものとして政令で
定めるものいう。」（法73条２項）とされている
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分の金額を除く（24）。）‥」（73条【医療費控除】）とあり，補てんされる部分を控除した
ものが医療費控除の対象となる金額となる。医療費控除は，10に述べる雑損控除ととも
に，所得税法が医療費控除として特に認めた消費の課税所得への算入である。ただし，
医療費控除には上限（200万円）があるのに対して，雑損控除にはない。
６　心身の場合には，「心身に加えられた損害」とされているが，疾病も含むものとして
考えるべきであろう。損害の治療に掛かる費用（医療費（25））が所得計算又は課税所得計
算に入るかが次に問題となるが，医療費は消費であり所得計算の枠外である。ところが，
所得税法は医療費を医療費控除として課税所得の算出に当たって控除を認めている。医
療費のうち，保険金又は損害賠償金等で補填される部分については，補填される部分を
控除したものが医療費控除の金額となる。医療費控除の対象となる医療費を補填する保
険金又は損害賠償金等については，医療費控除の金額の計算に当たって控除されること
から，この保険金又は損害賠償金等は実質上（この部分も非課税とすると控除できない
ことになる。非課税とは計算の外という意味であるからである。医療費部分のマイナス
が保険金又は損害賠償金のプラスと相殺されると考えるべきであろう。），課税と同じこ
とになる。そして，医療費を超えない部分は課税，医療費を超える部分については次の
７で述べるように非課税ということになる。このことは，資産の損害についても同様の
ことがいえる。
７　保険金又は損害賠償金等のうち医療費を超える部分については，非課税とされてい
る。これについて条文をみていくことにする。法９条【非課税所得】１項17号に「…保
険金及び損害賠償金（これらに類するものを含む。）で，心身に加えられた損害又は突
発的な事故により資産に加えられた損害に基因して取得するものその他の政令で定める
もの」は「所得税を課さない。」とある。この委任をうけて令30条１項に次のように規
定されている。
「法第９条第１項第17号（非課税所得）に規定する政令で定める保険金又は損害賠償金
（これらに類するものを含む。）は，次に掲げるものその他これらに類するもの（これら
のものの額のうちに同号の損害を受けた者の各種所得の計算上必要経費に算入される金
額を補てんするための金額が含まれている場合には，当該金額を控除した金額に相当す
る部分）とする。
　　１	……身体に傷害に基因して支払いを受けるもの並びに心身に加えられた損害につき
支払を受け慰謝料その他の損害賠償金（その損害に基因して勤務又は業務に従事す
ることができなかったことによる給与又は収益の補償として受けるものを含む。）
　　２（略）
　　３	　心身又は資産に加えられた損害につき支払を受ける相当の見舞金（94条【事業所
得の収入金額とされる保険金等】の規定に該当するものその他役務の対価たる性質
を有するものを除く。）」
（24）	「補てんされる部分の金額を除く」ということは，取りも直さず，「保険金，損害賠償金その他これらに類
するもの」のうち補てんに充てられる部分は課税の扱いということになる。
（25）	 医療費は「‥医療費とは，医師又は歯科医師による診察又は治療，治療又は療養に必要な医薬品の購入そ
の他医療又はこれに関連する人的役務の提供の対価のうち通常必要であると認められるものとして政令で
定めるものいう。」（法73条２項）とされている
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　　ここでは，先に述べたように「心身に加えられた損害」とその原因が資産のように特
定されていない。また，非課税所得の範囲は上記令30条１項にあるように極めて広いこ
とが注目される。
［資産の損害］
８　資産の損害については，資産の種類，損害の原因について特定されている。資産の損
害が課税所得に算入されるのは，資産損失（51条）と雑損控除（72条）である。
９　必要経費となる資産損失については，51条に概略，次のように規定されている。
「第１項　不動産所得，事業所得又は山林所得を生ずべき事業の用に供される固定資産そ
の他これに準ずる資産（繰延資産）の取りこわし，除去，滅失その他の事由により生じ
た損失については，必要経費に算入する。
　第２項　不動産所得，事業所得又は山林所得を生ずべき事業について，その事業の遂行
上生じた売掛金，貸付金，前渡金その他これに準ずる債権の貸倒れ等の事由により生じ
た損失については，必要経費に算入する。
　第３項　山林について災害又は盗難若しくは横領により生じた損失については事業所得
又は山林所得の必要経費に算入する。（第３項）
　第４項　不動産所得若しくは雑所得を生ずべき業務の用に供され又はこれらの所得の基
因となる資産（山林及び第62条第１項（生活に通常必要でない資産の災害による損失）
に想定するものを除く。）の損失の金額（…及び第１項若しくは第２項又は第72条第１
項（雑損控除）に規定するものを除く。）は，損失の生じた年分の不動産所得若しくは
雑所得を限度として必要経費に算入する。」
　以下若干説明を付しておく。
①　第１項，第２項，第３項について，損失の原因がそれぞれ特定されている。
②　	第１項，第２項，第４項について，「損失の金額」から括弧書で「（保険金，損害賠
償金その他これらに類するものにより補てんされる部分の金額を除く）」との文言
が挿入されている。（引用文には省略されている。）この括弧書の意味するところは，
損失の金額以下の部分の保険金，損害賠償金等は実質的には課税ということにな
る。
③　	第１項，第４項については，これに加えて「損失の金額」から括弧書で「（資産の
譲渡により又はこれに関連して生じたものを除く）」の文言が挿入されている。（引
用条文には省略している。）これは資産の譲渡による所得は，譲渡所得に該当する
が，その損失（譲渡損失）は，51条にいう資産損失には当たらないとして第１項，
第４項の適用から除いたものである。（譲渡損失は，譲渡所得間の相殺又は損益通
算の問題である。）
④　	第４項について「資産」から括弧書で「（山林及び第62条第１項（生活に通常必要
でない資産の災害による損失）の規定する資産を除く）」の文言が挿入されている。
これらについては，第４項の適用がないことを明確にしたものである。即ち山林に
ついて生じた損失については，第３項（必要経費への算入が認められている）又は
第４項の適用の可能性があるところ，第３項を適用する趣旨である。また，第62条
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第１項に規定する資産の災害等による損失については，62条１項又は法51条４項の
適用の可能性があるところ，62条第１項の規定を適用する趣旨である。
　　	　更には，括弧書で１項，２項，72条（雑損控除）の規定の適用をうける損失につ
いて第４項の適用を排除している。いわゆる二重控除の排除の趣旨である。
10　雑損控除については，72条に規定されている。
　　対象となる資産から１）生活に通常必要でない資産と　２）たな卸資産・固定資産
等・山林は除かれている。１）は，対象となる資産について，生活に必要な資産のうち
生活に通常必要な資産に限定する趣旨であり，生活に通常必要でない資産として，①競
走馬等の射こう的行為の手段となる動産②別荘等（趣味，娯楽，保養又は鑑賞の目的で
保有する不動産）③生活に通常必要でない動産が掲げられている。２）は，もともと所
得を稼得するための資産であり所得計算の段階で必要経費に算入されるため排除したも
のである。要するに，雑損控除はもともと消費を課税所得計算に算入する仕組みである
が，このことから２）が除かれるのは当然のことである。（また，そうしないと必要経
費と雑損控除の二重控除になる。）また，１）が除かれているのは，租税政策として消
費を所得控除として課税所得計算に算入するにしても生活に通常必要でない資産（の消
費）まで算入する趣旨ではないことを明らかにしたものである。
　　損失の原因について災害又は盗難若しくは横領に限定している。これはいわゆる納税
義務者の意思に基づく損失については，雑損控除を認めない趣旨とされている。
　　なお，業務の用に供される資産（法51条４項）については，災害又は盗難若しくは横
領による損失については，雑損控除又は必要経費のいずれかを選択できることとされて
いる。（所得税基本通達72－１）
　　また，雑損控除においても「…当該損失の金額（…保険金，損害賠償金その他これら
に類するものにより補てんされる部分の金額を除く。）‥」とされていることは医療費
控除の場合と同じである。
11　保険金又は損害賠償金等については，１）課税とされているもの（26）と　２）非課税
とされているものに分けられる。前者は，施行令94条・95条に規定されており，後者は
法９条に規定されている。
１）　保険金又は損害賠償金等が課税とされているもの
　	　施行令94条【事業所得の収入金額とされる保険金等】は不動産所得・事業所得・山
林所得・雑所得に係る収入金額に代わる性質を有するものであり，同95条【譲渡所得
の収入金額とされる補償金等】は譲渡所得に係る収入金額に代わる性質を有するもの
を課税としたものである。
２）　保険金又は損害賠償金等が非課税とされているもの
　	　これについては，上記８及び９で明らかなように，保険金又は損害賠償金等のうち
資産損失として必要経費に算入される金額又は雑損控除として所得控除される金額を
超える部分についての言及であり，いわゆる補てん部分については，結果として課税
とされていることになるのは心身の損害で述べたところと同じである。法９条【非課
税所得】１項17号に「…保険金及び損害賠償金（これらに類するものを含む。）で，
（26）	 保険金又は損害賠償金等は，厳密にいえば収入金であり所得ではない。これから，保険料等費用に相当す
るものを控除したものが所得であろうが，ここではここに立ち入らない。
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心身に加えられた損害又は突発的な事故により資産に加えられた損害に基因して取得
するものその他の政令で定めるもの」は「所得税を課さない。」とある。この委任を
うけて令30条１項に「法第９条第１項第17号（非課税所得）に規定する政令で定める
保険金又は損害賠償金（これらに類するものを含む。）は，次に掲げるものその他こ
れらに類するもの（これらのものの額のうちに同号の損害を受けた者の各種所得の計
算上必要経費に算入される金額を補てんするための金額が含まれている場合には，当
該金額を控除した金額（27）に相当する部分）とする。１（略）　２…保険金及び…共済
金（略）で資産の損害に基因して取得するもの並びに不法行為その他の突発的な事故
により資産に加えられた損害につき支払を受ける損害賠償金（これらのうち94条【事
業所得の収入金額とされる保険金等】の規定に該当するものを除く。）　３心身又は資
産に加えられた損害につき支払を受ける相当の見舞金（94条【事業所得の収入金額と
される保険金等】の規定に該当するものその他役務の対価たる性質を有するものを除
く。）」と規定されている。
12　上記11　２）非課税とされているものについて，以下若干敷衍する。「‥保険金及び
損害賠償金で…突発的な事故により，資産に加えられた損害に基因して取得するものそ
の他の政令で定めるもの」（法９条１項十七号）については，非課税とされている。こ
れを受けて令30条では，令94条（事業所得の収入金額とされる保険金額等）の規定に該
当するものは非課税所得からは除かれている。「突発的な事故によるものだけが非課税
とされるので，資産の価値の減少，滅失等があらかじめ合意（契約）によるものである
ときは，それに伴って受ける補償金は譲渡所得に係る収入金額として課税の対象とされ
る。（令95条）要するに，不測の事故によりインボランタリーに実現されたキャピタル・
ゲインは非課税が相当と考えられたものである。課税又は非課税の区分については難し
い判断を必要とする（28）。例えば，工場廃液による農地の汚染について，その農地を工場
側に買い取らせ，その譲渡代金の一部が法９条１項十七号の損害賠償金に当たるとする
納税者の主張を判決は退けている（29）。また，マンション建設予定地の近隣居住者が，マ
ンション建設業者から受けた金員のうち，９条１項十七号の損害賠償金に相当するのは
その一部（１割程度）であるとする判決もある（30）。
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［おことわり］
　本稿は，筆者がこれまで研究してきたところをまとめたものに過ぎない。ここに述べた
ことは先輩，文献，判決，裁決等から教わったことが多く，できるだけ脚注をつけたつも
りであるが，もし漏れているところがあれば，お詫び申し上げるとともにお許しを願いた
い。いまとなってはひとつひとつ確認しがたい。参考文献については上記のものを掲げた
が，これも漏れているものがある可能性がある。
